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研究成果の概要（和文）：邪魔者であったメタン発酵消化液を化粧品・健康食品原料などの高価値な微細藻類の
生産に利用できれば、有機ゴミからエネルギーと有価物を作り出す循環プロセスの重要な収入源となる。しかし
消化液には栄養以外にも固形物や病原菌などの夾雑物が存在し、そのままでは高価値な微細藻類の培養に利用で
きない。栄養塩を残したまま夾雑物を選択的に除去する手法が必要となる。そこで本研究では途上国でも継続し
て実施できる「適正技術」を組み合わせた消化液処理技術の開発を目指した。その結果、活性汚泥法、砂ろ過、
およびバイオ炭ろ過の組み合わせで栄養塩を残存させたまま固形物90％除去、有色物質70%除去、病原菌最大99%
除去を達成した。

研究成果の概要（英文）：Microalgae cultivation using anaerobic digestion effluent (ADE) can valorize
 the unwanted waste streams into valuable materials for cosmetics and nutraceuticals, which can 
become the economic driving force for the establishment of the circular economy. However, ADE 
contains not only nutrients but also contaminants such as solids and pathogens and cannot be used 
directly for algal cultivation. There is a need to establish a process that can selectively purify 
the contaminants while leaving nutrients. Therefore, this study aimed to develop a selective 
purification method by combining various "appropriate technologies" that can be sustainably used in 
developing countries. As a result, the combination of activated sludge, slow sand filtration, and 
biochar adsorption allowed >90% solids removal, >70% dissolved colored organics removal, and maximum
 99% removal of the pathogen by a simple operation.

研究分野：応用藻類学、環境工学

キーワード： メタン発酵　消化液　清澄化　後段利用　微細藻類　適正技術　循環型社会

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでのメタン発酵消化液の処理はほとんどが放流を最終目的として栄養塩除去を主眼としていた。本研究の
ように後段での有効利用、特に高価値微細藻類の培養を目的とした選択的な清澄化の研究は少なく、今後の発展
が期待される分野である。本研究では途上国でも持続的に利用可能な適正技術の開発に注力した。膜ろ過のよう
に高コストかつ途上国での調達が困難な手法ではなく、容易に実施可能な活性汚泥法・砂ろ過・バイオ炭ろ過に
着目し、その結果高い清澄化効果を得た。本研究がさらに発展すれば途上国のみならず各国の循環型社会構築に
貢献し、SDGsのうち、1 貧困をなくそう、6 安全な水、12 持続可能な消費、等の達成に寄与する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

微細藻類培養技術はメタン発酵消化液などの廃水に含
まれる栄養分（窒素・リン・ミネラル）を有価物に変換
することのできる、循環型社会形成の鍵となる技術であ
る（図 1）。ヨーロッパなどで近年行われる畑への消化
液散布は、地下水や河川への流出やアンモニアの揮発に
よって栄養分が効率的に利用されない場合が多い。一方
で消化液を微細藻類培養に用いた場合、バイオマス由来
の栄養分を効率的に有用バイオマスに変換することがで
きる。このように余剰バイオマスのメタン発酵処理を高
価値微細藻類の生産に繋げることで、特に水処理設備の
進んでいない途上国において有機性廃棄物循環システム
の構築に経済的インセンティブを与えることができる。 

しかし、化粧品・食品などに利用可能な高価値微細藻
類バイオマスを生産するためには、消化液に含まれる微
生物・重金属・難分解性有機物・その他の汚染物質を取
り除き、消化液の質を向上する必要がある。これまでの
研究では、アンモニア揮発 (Walker et al., 2011) や MAP

法 (de-Bashan and Bashan, 2004)、吸着脱離法 (Markou et 

al., 2014) によって消化液から栄養塩を回収し、微細藻類
培養液へ供給する方法が取られてきた。しかし回収率は
比較的低く、それぞれ課題が残る。一方、膜ろ過は微生
物の混入を防ぎ、栄養塩を損なわず清澄化可能である
が、膜の調達が困難な途上国での応用には限界がある。
途上国でも持続的な利用が可能な適正技術の開発が求め
られている。そこで本研究では、途上国に豊富に存在す
る植物バイオマスからバイオ炭を生成し、微細藻類培養
の前段としてバイオ炭による清澄化を検討した。バイオ
炭はろ過材料として用いることで、有機物・重金属・微
生物の除去が可能である (Gwenzi et al., 2017)。これまで
バイオ炭を消化液に用いた例は、バイオ炭への栄養塩吸
着を目的としたものがほとんどであった (e.g., Gwenzi et 

al., 2017)。しかし、砂ろ過を用いた先行研究では、緩速
ろ過により栄養塩をある程度保ったまま微生物および有
機物の除去が可能であることが報告されている (Hamoda 

et al., 2004)。バイオ炭を用いたろ過でも充填量やろ過速
度、運転期間を最適化することで、栄養塩を残存させた
まま、微生物や有害重金属のみを除去できる可能性（図
2）がある。 

さらに本研究ではバイオ炭ろ過以外の適正技術との組
み合わせによる処理能力の向上も検討した。特に曝気の
みで実施可能な活性汚泥法と、砂のみが必要な砂ろ過処
理との組み合わせについて検討を行った。 

 

２．研究の目的 

本研究ではバイオ炭吸着に加えて適正技術である活性汚泥法と砂ろ過を組み合わせて、栄養
塩を残存させたまま夾雑物質の選択的な除去が可能かを明らかにすることを目的とした。 

 

３．研究の方法 

３-１． バイオ炭による清澄化効果 

消化液は横浜市北部汚泥資源化センターの中温嫌気消化汚泥の脱水ろ液を使用した。バイオ
炭の原料は竹チップを用い、350°C（BC350）と 800°C（BC800）で製炭した。比較として活性
炭（AC）を用いた。実験系列は計 4 系列で、流向が上向きの BC350、BC800、AC up 区と、追
加実験として流向が下向きの AC down 区を実施した。流速は 0.1±0.05 m h-1 これらのバイオ炭
を長さ 17cm の小型容器に 10cm の高さで充填し緩速ろ過を行った。測定項目は生菌数、懸濁態
固形物濃度、溶存態有機炭素濃度、栄養塩濃度、微量金属類濃度とした。 

３-２．適正技術の組み合わせ： 活性汚泥法-砂ろ過-バイオ炭ろ過処理 

消化液は横浜市北部汚泥資源化センターの中温嫌気消化汚泥の遠心分離上澄みを、蒸留水で
希釈し、約 200±40 mg-SS L-1に調整したものを使用した。処理効率を比較するため、砂ろ過の

図 2. バイオ炭を用いた汚染物質の選択
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みの系列と、砂ろ過の前・後段にそれぞれ後期生物処理とバイオ炭ろ過を組み合わせた処理を
実施した。砂濾過には有効径 0.3~1.0 mm の砂を 70 cm 充填した円筒カラムを用いた。好気生物
処理には順次回分式活性汚泥法を用いた。これは曝気と汚泥沈降のサイクルを繰り返すこと
で、消化液中の固形物を分解または凝集・沈殿させ、粒子を取り除くことのできる手法であ
る。活性汚泥法の水理学的滞留時間 5 日間で、消化液の供給 10 分、反応（曝気）21.5 時間、
汚泥沈降 2 時間、排水 20 分の合計 24 時間のサイクルを繰り返した。バイオ炭ろ過には純水
で洗浄した活性炭を利用し、40 cm 充填した円筒カラムを用いてろ過を実施した。測定項目は
大腸菌およびウェルシュ菌生菌数、懸濁態固形物濃度、溶存態有機炭素濃度、栄養塩濃度とし
た。 

 

４．研究成果 

４-１． バイオ炭のみによる清澄化効果 

すべての系列において固形物（50～60%）と溶存有機炭素（6～83%）が除去された。消化液
中の大腸菌数は down 区では供給水と比較して約 90%が除去されていたが、up 区では増加する
結果となった。これは、down 区では酸素の流入により好気性菌がバイオフィルムを形成して大
腸菌群を除去したが、up 区では嫌気性の大腸菌が増殖したと考えられる。栄養塩はアンモニア
がほぼ 100%、リンは 65～90%残存した。重金属は、活性炭のみ鉛の 50%程度の除去が見られ
たが、バイオ炭では除去が見られなかった。 

バイオ炭を用いた消化液のろ過により栄養塩を残存させたまま一定程度の微生物・固形物・
溶存有機炭素の除去が可能であることがわかった。一方で上記の処理能力には向上の余地があ
った。固形分除去が不完全であったのは、バイオ炭および活性炭の粒径を 2 mm 程度に粒径を
揃えたことに起因すると考えられる。緩速砂ろ過では通常粒径 0.3~0.45 mm 程度の砂を用いる
ため、既往文献ではメタン発酵消化液固形物の 90%除去を達成している(Tyagi et al., 2009)。バ
イオ炭は粒子を細かくすると浮遊や流出が起きるため、他の手法との組み合わせが必要と考え
られた。そこで、次に活性汚泥・砂ろ過の二つの適正技術との組み合わせ処理を実施した。 

 

４-２．適正技術の組み合わせ： 活性汚泥法-砂ろ過-バイオ炭ろ過処理 

固形物の処理において、砂ろ過
のみでは平均除去率はわずか 20％
と低い結果であった（図 3a）。こ
れは遠心分離上澄みに比較的小さ
な粒子のみが残存しており、ろ過
砂の目合をすり抜けたと示唆され
た。さらに、除去率が低いにもか
かわらず、砂の目詰まりが 7 日に
1 回以下の頻度で発生した。一
方、適正技術の組み合わせでは固
形物除去率が向上した（図 3b）。
活性汚泥では平均 61％の固形物が
除去された。さらに、興味深いことに、活性汚泥後は砂ろ過の固形物除去率が 65％に向上し、
最終処理水の固形物除去率は 91％に達した。遠心後上澄みであり粒子径が小さかったことを考
慮すると、砂ろ過のみで 90%を除去した既往文献(Tyagi et al., 2009)と比較しても優れた除去率
であると評価できる。 

活性汚泥による固形物除去率の
向上は粒度分布から説明できる。
消化液の粒子は 0.01 から 500 μm

以上と幅広い粒度に分布している
ことがわかる（図 4a）。一方、活
性汚泥法で処理した上澄みの粒子
は、小サイズと大サイズの画分が
除去され、中サイズの粒子のみ残
っていた（図 4b）。本実験におい
て順次回分式活性汚泥法では、小
さな粒子は凝集して大きくなり、
十分に大きな粒子は 2 時間の沈降
時間で沈降し除去されたと考えら
れる。小サイズの粒子が凝集して
粒子径が大きくなったことで、粒
径 0.3mm の砂でも十分に補足できるようになり、砂ろ過の性能が向上したと考えられる。この
ように本研究によって活性汚泥法と砂ろ過の組み合わせが固形物の除去に効果的であることが
明らかとなった。 
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図3．懸濁態粒子の粒度分布; (a) 消化液、(b) 活性汚泥法での処理後．粒子密度を
一定と仮定して重量に換算した。
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図 3. 固形物除去; (a) 砂ろ過のみ、(b) 適正技術組み合わせ 

図 4. 懸濁態粒子の粒度分布; (a) 消化液、(b) 活性汚泥法での

処理後．粒子密度を一定と仮定して重量に換算した。 



本実験においてバイオ炭ろ過
は特に溶存有機物の除去に高い
効果を示した。溶存有機炭素濃
度は活性汚泥および砂ろ過では
ほとんど変化しなかったことか
ら、腐植物質のような分解され
にくい物質が存在していたこと
を示唆した。しかし、バイオ炭
ろ過では溶存有機炭素濃度が約
50%除去された（図 5a）。さらに
光合成有効放射の吸光度を調べる
とバイオ炭ろ過により、砂ろ過液
中の有色有機物が 70%以上除去さ
れたことが明らかとなった（図 5b）。微細藻類の大量培養に利用するためには光透過率が高い
方が望ましく、特に一般的に褐色から黒色を呈す消化液の処理において、バイオ炭を組み合わ
せることによる色調の改善は有益であると示唆された。 

大腸菌とウェルシュ菌の除去に対しては、本実験では高い除去率は得られず、むしろ活性汚
泥槽において生菌数が増加する結果となった。ところが実験終了前に活性汚泥槽で発生したス
カム（槽内に発生する泡状の生成物）を除去したところ、活性汚泥法による大腸菌およびウェ
ルシュ菌は減少に転じ、砂ろ過とバイオ炭ろ過を組み合わせた際の除去率は 90％以上に達し
た。今後適切な処理法を検討することでより高い除去率が得られると期待される。 

上記のように夾雑物の良好な除去が
見られたが、栄養塩、特に無機窒素は
ほぼ全量を残存させることに成功し
た。消化液から活性汚泥、砂ろ過、バ
イオ炭まで無機窒素濃度は減少せず、
むしろやや増加した（図 6）。活性汚
泥および砂ろ過における無機窒素濃度
増加の原因として、消化液中の有機態
窒素の分解が考えらえる。また、バイ
オ炭ろ過後の無機窒素の増加は、純水
洗浄後のバイオ炭に残存していたアン
モニウムが、消化液に含まれる他の陽
イオンの働きにより溶出したためと考
えられる。したがって、本技術におい
て無機窒素の減少は見られず、選択的清澄化に成功したと判断できる。 

本研究により適正技術の組み合わせによりメタン発酵消化液を選択的に処理し、栄養塩を残
したまま夾雑物の除去ができることが明らかとなった。今後は夾雑物除去効果の向上と、異な
るメタン発酵消化液への応用が必要である。また社会実装化には清澄化消化液による微細藻類
生産および生産された藻類バイオマスの品質の検証を実施する必要がある。さらに、藻類バイ
オマスが食用品質であったとしても、廃棄物による食品生産には法律等の規制がかかる場合が
あり包括的な対処が必要である。今後の循環型経済の構築に向けたさらなる発展が望まれる。 
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